
事業番号 ０２７

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(環境省)

予算事業名 熱帯林等森林保全対策調査経費等
事業開始
年度

平成１９年度 作成責任者

担当部局庁 地球環境局 担当課室 環境保全対策課 課長　瀬川　俊郎

会計区分 一般会計 上位政策 地球環境の保全

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

①合法性・持続可能性が証明された木材を政府調達の対象とするグリーン購入法の調達方針を民間調達にも普及させ
るなどにより、違法伐採対策を推進する。②資金のある企業と資金不足であるが知見等を有するNGOとの連携を促進
し、世界における森林保全活動の効用を極大化する。③気候変動影響に脆弱で砂漠化の影響を受けているモンゴルに
おいて、気候変動の影響等新たな課題に遊牧民が自ら適応するためのキャパシティデベロップメント手法の調査を行
う。④砂漠化対処条約のへの貢献を目的に、アフリカにおいて、砂漠化対処技術の普及を行うとともに、砂漠化・土地劣
化のモニタリング・アセスメントを行う。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①ポスター等を用いたイベントへの展示やインターネット等を利用した広報活動、また出前講座や環境教育などを実施
する。②連携の優良事例の収集や課題の抽出、ガイドブックの作成、シンポジウムの開催などを実施する。③遊牧と定
住の割合の異なる3つの遊牧民グループを対象に、気候変動影響等の新たな課題に対応するため、飼料生産や牧草
確保のための禁牧区の設置、生産性の高い牧畜の導入等によるモデル事業等を実施する。④衛星画像等によるアフリ
カにおける土地の脆弱性の評価や、砂漠化対処の伝統的知識の他地域への普及を行う。

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-
関係する計
画、通知等

経済財政改革の基本方針2009（平成21年6月23日閣議決定）
G8ラクイラサミット首脳宣言（2009年、イタリア）
長期戦略指針「イノベーション25」（平成19年6月1日閣議決定）
深刻な干ばつ又は砂漠化に直面する国（特にアフリカの国）にお
いて砂漠化に対処するための国際連合条約（19898年12月条約
発効）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求

予算額(補正後） 35 37 42 40 42

執行額 29 34 39

93%

総事業費(執行ベース)

同じ予算でより多くの成果を引き出すため、引き続き競争性のある契約を実施するとともに、事業の進捗状況を随時把
握し効果的、効率的な事業実施をおこなう。また、21年度事業までに得られた情報や方法等の知見を生かし、効果的、
効率的に事業を実施する。例えば、企業とＮＧＯ／ＮＰＯとの連携促進シンポジウムについて、企業とＮＧＯ／ＮＰＯとの
交流・情報交換会により多くの時間を割く要望が多数あること、映像資料を用いた環境教育について、優秀な授業例を
現場から吸い上げて提示すれば、授業準備時間の縮減ともなり、教育現場における導入に効果的であることなど、事
業を実施する中から得られた知見を生かし、事業目的の推進に向け、より効果的、効率的な事業を実施する。

29 34 39

実施状況

①メルマガや展示会等を通じた情報提供、印刷物への情報掲載、消費者団体への情報提供、環境教育のための映像
教材の作成、出前講座を実施。②海外企業・NGO連携事例調査、日本企業・NGOによる森林保全活動の優良事例収
集及び留意点の抽出、ガイドブックの作成、シンポジウムの開催を実施。③3つの遊牧民グループにおけるモデル事業
の実施及びモニタリング、技術研修の実施、モンゴル国政府との会合等の開催、検討委員会の開催、国際会議の開催
を実施。④衛星画像等によるアフリカの土地の脆弱性評価により、脆弱性が高いと評価されたブルキナファソ等で現地
調査を実施し、砂漠化の原因、社会的背景、求められる支援等の調査を実施。

予算の状況
（単位:百万円）

執行率 83% 92%

予
算
監
視
・
効
率
化
チ
ー

ム
の
所
見

　現状維持

　(引き続き、必要最低限の拠出及び効率的な執行となるよう努めること。)

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

事業目的の実現及び効果発揮の観点から、適時、電話、メール等により請負業者との打合せや連絡調整を行うととも
に、環境省職員が検討委員会等に出席しており、業務実施状況及び使途を十分把握できる。

見直しの
余地



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

環境省

３９百万円

Ｂ．（財）地球・人間環境フォーラム

６百万円
Ａ．（財）地球・人間環境フォーラム

１０百万円

Ｄ．（財）地球・人間環境フォーラム

１１百万円

木材調達のグリーン化普及
啓発キャンペーン実施
【業務内容】
①一般国民に対する普及啓
発のため情報提供の実施
②業界団体等の印刷物への
情報掲載
③消費者団体への働きかけ
④環境教育への組み込み
⑤出前講座の実施

砂漠化対処条約科学技術委員
会に係る活動支援
【業務内容】
①砂漠化が進行している地域
における原因及び背景の特定
②砂漠化が進行している地域
において求められている支援
内容の調査
③砂漠化対処条約への貢献と
して我が国の砂漠化に対する
知見を活用した議論への参画、
及び情報収集

気候変動影響等を勘案した砂
漠化対策形成の検討
【業務内容】
①遊牧と定住の割合の異なる３
つのモデル事業実施
②政府・他援助機関等の関与
の強化のための会合の開催
③飼料生産等技術研修マニュ
アルの作成、研修実施体制の
検討
④井戸水揚水のための太陽光
発電活用の検討
⑤モンゴルにおける気候変動へ
の適応に関する国際会議の開
催

森林保全分野のパートナー
シップ構築のあり方調査
【業務内容】
①海外の企業、ＮＧＯの森林
保全活動及び連携の事例調
査
②森林保全活動の留意点、優
良事例の収集、とりまとめ
③ガイドブックの作成
④情報プラットフォームの実施
要領の企画、作成

Ｃ．（財）地球・人間環境フォーラム

１２百万円

「熱帯林等森林保全対策調査経費」
【内容】
グリーン購入法による木材の政府調達の方針を民間調達にも普及させるなどにより、違
法伐採対策を推進する。また、資金のある企業と知見等を有するNGOとの連携を促進し、
世界の森林保全活動の効用を極大化する。

「砂漠化防止対策調査経費」
【内容】
モンゴルにおいて、気候変動の影響等に遊牧民が適応するためのキャパシティデベロッ
プメント手法の調査を行う。また、砂漠化対処条約への貢献を目的に、ブルキナファソ等
において砂漠化・土地劣化のモニタリング・アセスメントや支援内容の調査等を行う。

【企画競争・請負】 【企画競争・請負】

【企画競争・請負】 【企画競争・委託】



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.（財）地球・人間環境フォーラム E.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

雑役務費
森林保全分野のパートナーシップ
構築あり方調査経費

10

計 10 計 0

B.（財）地球・人間環境フォーラム F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

雑役務費
木材調達のグリーン化普及啓発
キャンペーン実施

6

計 6 計 0

C.（財）地球・人間環境フォーラム G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

雑役務費
気候変動影響等を勘案した砂漠
化対策形成の検討経費

12

計 12 計 0

D.（財）地球・人間環境フォーラム H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

人件費 総括技師１名、研究員Ａ２名 5

海外旅費 専門家の派遣 3

一般管理費 一般管理費 1

諸謝金 翻訳及び通訳等謝金 1

その他 印刷製本費、借損料、消費税等 1

計 11 計 0


